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担当課 項目名 ページ

【農林水産部】

農村整備課 福部地区特定農業用管水路等特別対策事業費（新しい経済政策パッケージ） ・・・ 1

農村整備課 大口堰農村地域防災減災事業費（新しい経済政策パッケージ） ・・・ 1

農村整備課 湖山砂丘特定農業用管水路等特別対策事業費（新しい経済政策パッケージ） ・・・ 2

農村整備課 河内地区土地改良事業費（新しい経済政策パッケージ） ・・・ 2

【都市整備部】

都市企画課 急傾斜地崩壊対策県営事業負担金（新しい経済政策パッケージ） ・・・ 3

道路課 除雪費 ・・・ 3

道路課 防災・安全交付金事業費（新しい経済政策パッケージ） ・・・ 4

【教育委員会】

 教育総務課 大規模改造事業費（新しい経済政策パッケージ） ・・・ 5

（ 追  加 ）

農村整備課 農道舗装補修等事業 ・・・ 6

農村整備課 岩美地区広域農道整備事業 ・・・ 6

農村整備課 福部地区特定農業用管水路等特別対策事業 ・・・ 6

農村整備課 今在家地区農業用水利施設保全合理化事業 ・・・ 6

農村整備課 大口堰農業水利施設保全合理化事業 ・・・ 6

農村整備課 大口堰農村地域防災減災事業 ・・・ 6

農村整備課 湖山砂丘特定農業用管水路等特別対策事業 ・・・ 6

農村整備課 桂見地区農村地域防災減災事業 ・・・ 6

農村整備課 福部地区特定農業用管水路等特別対策事業（新しい経済政策パッケージ） ・・・ 6

農村整備課 大口堰農村地域防災減災事業（新しい経済政策パッケージ） ・・・ 6

農村整備課 湖山砂丘特定農業用管水路等特別対策事業（新しい経済政策パッケージ） ・・・ 6

平成２９年度２月（追加）補正予算（案）

事業別概要目次　（一般会計）

【繰越明許費の概要】



担当課 項目名 ページ

農村整備課 河内地区土地改良事業（新しい経済政策パッケージ） ・・・ 6

農村整備課 農業基盤整備促進事業費 ・・・ 6

林務水産課 林道維持管理事業費 ・・・ 6

林務水産課 林道改良事業 ・・・ 6

林務水産課 単県斜面崩壊復旧事業費 ・・・ 6

林務水産課 県営林道整備事業 ・・・ 6

下水道企画課 下水道等事業会計へ繰出 ・・・ 6

都市企画課 気高道の駅（仮称）整備事業 ・・・ 6

道路課 社会資本整備総合交付金事業 ・・・ 6

道路課 防災・安全交付金事業（新しい経済政策パッケージ） ・・・ 6

都市企画課 急傾斜地崩壊対策県営事業負担金 ・・・ 6

都市企画課 急傾斜地崩壊対策県営事業負担金（新しい経済政策パッケージ） ・・・ 6

都市環境課 普通河川改良事業 ・・・ 6

都市環境課 治水対策事業 ・・・ 6

都市環境課 街なみ環境整備事業 ・・・ 7

都市企画課 都市再生整備事業（青谷地区） ・・・ 7

都市企画課 都市再生整備事業（気高地区） ・・・ 7

都市企画課 県営街路事業負担金 ・・・ 7

建築住宅課 吉成団地ストック総合改善事業 ・・・ 7

危機管理課 消防ポンプ車格納庫建設事業 ・・・ 7

教育総務課 学校維持補修事業（小学校・大規模） ・・・ 7

教育総務課 大規模改造事業（新しい経済政策パッケージ） ・・・ 7

文化財課 美歎水源地保存整備事業 ・・・ 7

（ 変 更 ）

道路課 防災・安全交付金事業 ・・・ 7

都市環境課
道路課

公共土木災害復旧事業 ・・・ 7





（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農００１ 項　　目　　名 福部地区特定農業用管水路等特別対策事業費（新しい経済政策パッケージ）

予算書項目 県営事業負担金 ページ 15 所　　属　　名

農林水産部 
農村整備課年度 H29

一般会計 【問合せ先】基盤整備係 0857-20-3244 

【１０次総の施策体系】2104 
 
【事業の経過及び背景】 
　福部砂丘の畑地かんがい施設農業用管水路は、主に石綿管が使用されており、近 年の老
朽化とあわせ、漏水等の補修時に石綿粉じんが飛散する 危険性があり、その防止と併せ管
路の更新整備を進めている。
　国の新しい経済政策パッケージ補正に呼応し、本事業の推進を図る。
 
【事業の目的及び効果】 
　福部砂丘畑地かんがい施設の老朽化が顕著な管水路を全体的に変更・更新することで、
石綿に起因する健康被害等への影響を未然に防 止し、かつ、安定的な用水確保を実現し、
地域の特産品である「らっきょう」を主とした農業経営の安定及び農業の維持を図る。
 
【事業の内容】 
　・事業主体　鳥取県
　・事業年度  平成24～30年度 
　・事 業 費　574,000千円 
　・負担区分　国：55％、県：34％、市：9％、地元：2％ 
　・事業内容　石綿管更新　Ｌ＝7,504ｍ 
　・受　　益　戸数：286戸　　面積：88ha 
　＜平成29年度＞ 
　・事 業 費　33,000千円 
　・事業内容　旧管（石綿管）処理工

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,970 0 

農業費

目 農地費

補正前額 0 

要求額 2,970 

総務部長段階査定額 2,970 

地方債 2,900 0 

その他 0 0 

一般財源 70 諸収入 0 

計 2,970 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農００２ 項　　目　　名 大口堰農村地域防災減災事業費（新しい経済政策パッケージ）

予算書項目 県営事業負担金 ページ 15 所　　属　　名

農林水産部 
農村整備課年度 H29

一般会計 【問合せ先】基盤整備係 0857-20-3244
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【事業の経過及び背景】 
　我が国は年間を通じて降雨が多く、台風の常襲地帯であり、また大規模な地震、津波に
よる被害を受ける危険にさらされている。集中豪雨や地震等の災害で農業施設が被災し、
農地のみならず地域住民の生命・財産にも被害を及ぼす危険性を鑑み、大口堰では、農業
施設の整備状況を把握し、改修等整備を行うことで総合的な防災・減災対策を図り、災害
に強い農村づくりを推進している。
　国の新しい経済政策パッケージ補正予算に呼応し、本事業の推進を図る。

【事業の目的及び効果】
　大口堰は、昭和50年代の災害復旧事業で大規模な改修が行われ、その後数回の改修を経
て、現在の形状となっているが、固定堰直下の護床ブロック等は経年劣化による不等沈下
や隆起等の不具合を生じている。改修を行うことにより水流を正常化し、流域の水災害を
防止する。

【事業の内容】 
　・実施主体　鳥取県
　・事業年度　平成27年度～平成30年度 
　・事業箇所　大口堰 
　・事 業 費　453,000千円 
　・負担区分　国：55％、県：37％、市：8％ 
　・事業内容　護床工（護床ブロック）一式 
 　＜平成29年度＞ 
　・事 業 費　30,000千円 
　・事業内容　護床ブロック設置

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,400 0 

農業費

目 農地費

補正前額 0 

要求額 2,400 

総務部長段階査定額 2,400 

地方債 2,400 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 2,400 その他 0 

行財政改革課処理欄

－ 1 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農００３ 項　　目　　名 湖山砂丘特定農業用管水路等特別対策事業費（新しい経済政策パッケージ）

予算書項目 県営事業負担金 ページ 15 所　　属　　名

農林水産部 
農村整備課年度 H29

一般会計 【問合せ先】基盤整備係 0857-20-3244 

【１０次総の施策体系】2104 
 
【事業の経過及び背景】 
　湖山砂丘地区のかんがい施設農業用管水路は、昭和28～34年度の県営及び団体営かんが
い排水事業により整備され、当時安価で施工性に優れていた石綿管が主に使用されてい
る。
　供用開始から50年以上経過していることから、老朽化が進み、漏水等の補修時に石綿粉
じんが飛散する危険性があり、その防止と併せ管路の更新整備を進めている。
　国の新しい経済政策パッケージ補正に呼応し、本事業の推進を図る。

【事業の目的及び効果】
　湖山砂丘地区かんがい施設の、老朽化が顕著な管水路を全体的に変更・更新すること
で、石綿に起因する健康被害等への影響を未然に防止し、かつ、安定的な用水確保を実現
し、農業経営の安定及び農業の維持を図る。
 
【事業の内容】 
　・事業主体　鳥取県
　・事業年度　平成27～34年度 
　・事 業 費　1,631,000千円 
　・負担区分　国：55％、県：34％、市：9％、地元：2％ 
　・事業内容　石綿管更新　Ｌ＝28,595ｍ 
　・受　　益　戸数：479戸　　面積：97.3ha 
　＜平成29年度＞ 
　・事 業 費　59,748千円 
　・事業内容　管路工　Ｌ＝4,000ｍ

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 5,378 0 

農業費

目 農地費

補正前額 0 

要求額 5,378 

総務部長段階査定額 5,378 

地方債 5,300 0 

その他 0 0 

一般財源 78 諸収入 0 

計 5,378 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農００４ 項　　目　　名 河内地区土地改良事業費（新しい経済政策パッケージ）

予算書項目 県営事業負担金 ページ 15 所　　属　　名

農林水産部 
農村整備課年度 H29

一般会計 【問合せ先】基盤整備係 0857-20-3244
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【事業の経過及び背景】
　鳥取市河内地区は、農家の高齢化・後継者不足が深刻な課題となっている。耕作者の減
少が進み、耕作放棄が懸念されることから、その課題を解決するため、当地区では、集落
営農による集団的な農業の取り組みを検討している。
　しかし、農地が狭小・不整形な場所については大規模機械による効率的な営農が難しい
ことから、ほ場整備事業を進めることとなった。
　国の新しい経済政策パッケージ補正に呼応し、本事業の推進を図る。

【事業の目的及び効果】
　ほ場整備事業を行い、大規模機械による効率的な営農を行える農業基盤を整備し、組織
的営農を促進する。
 
【事業の内容】 
　・実施主体　鳥取県
　・事業年度　平成29年度～平成32年度 
　・事業箇所　河内地区 
　・事 業 費　152,000千円 
　・負担区分　国：55％、県：30％、市：10％、地元：5％ 
　・事業内容　区画整理　Ａ＝11.0ha 
　＜平成29年度＞ 
　・事 業 費  76,000千円 
　・事業内容　区画整理　Ａ＝7.0ha

＊その他財源の負担金は、受益者負担金

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 11,400 3,800 

農業費

目 農地費

補正前額 0 

要求額 11,400 

総務部長段階査定額 11,400 

地方債 7,600 0 

その他 3,800 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 11,400 その他 0 

行財政改革課処理欄

－ 2 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 3,500 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 3,500 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 3,500 0 

河川費

目 河川総務費

補正前額 0 

要求額 3,500 

総務部長段階査定額 3,500 

一般会計 【問合せ先】事業調整係　0857-20-3253 
 
【１０次総の施策体系】4201 
 
【事業の経過及び背景】 
　県が実施する急傾斜地崩壊対策事業に要する経費については、地方財政法及び県議会議 
決において市の負担額が定められている。
　国の補正予算に呼応し、県が青谷町青谷の東町分について補正予算により実施。
 
【事業の目的及び効果】 
　災害に強いまちづくりを進めるため、県が実施する急傾斜地崩壊対策事業に要する経費 
の一部を市が負担することにより、急傾斜地対策事業の促進を図る。 
 
【事業の内容】 
　青谷町青谷（東町B地区）　擁壁工

款 土木費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

都００１ 項　　目　　名 急傾斜地崩壊対策県営事業負担金（新しい経済政策パッケージ）

予算書項目 急傾斜地崩壊対策県営事業負担金 ページ 15 所　　属　　名

都市整備部 
都市企画課年度 H29

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

都００２ 項　　目　　名 除雪費

予算書項目 除雪関係費 ページ 15 所　　属　　名

都市整備部 
道路課年度 H29

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-20-3261

【１０次総の施策体系】4201

【事業の経過及び背景】
　昨季の豪雪を受け、除雪出動基準引下げなど今季の除雪体制の強化に取組んだ。市民生
活への影響を最小限とするため、速やかな除雪による生活路線の円滑な交通確保が求めら
れる。
　
【事業の目的及び効果】
　幹線、バス路線を主とした市道の除雪を行い円滑な交通を確保する。

【事業の内容】
　車道除雪、低温に伴い路面凍結した残雪の排除のための除雪及び凍結防止剤散布作業並
びに凍結防止剤等消耗品、除雪作業に起因する道路施設・除雪車両の修繕等。

款 土木費

項

0 

市長段階査定額 63,828 0 

道路橋梁費

目 道路維持費

補正前額 227,305 

要求額 63,828 

総務部長段階査定額 63,828 その他財源の内訳

分担金 0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 63,828 諸収入 0 

63,828 その他 0 

行財政改革課処理欄

計

－ 3 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

都００３ 項　　目　　名 防災・安全交付金事業費（新しい経済政策パッケージ）

予算書項目 地方道路整備交付金事業費 ページ 15 所　　属　　名

都市整備部 
道路課年度 H29

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】維持第１係、維持第２係、新設改良係 0857-20-3262、3263、3254

【１０次総の施策体系】4201

【事業の経過及び背景】
　防災・安全交付金（国の防災・震災施策）を活用し市道整備を推進する。

【事業の目的及び効果】
　市民の生命と暮らしを守るため防災・減災対策に重点的に取組み、総合的な生活空間の
安全確保を図る。

【事業の内容】
　防災・安全交付金事業（道路局）（交付率５５％）
　　・日光浜村線（法面保護）
　　・松上岩坪線（落石防護）
　　・堂ヶ谷線　（落石防護）

款 土木費

項

0 

市長段階査定額 65,859 0 

道路橋梁費

目 道路新設改良費

補正前額 0 

要求額 65,859 

総務部長段階査定額 65,859 その他財源の内訳

分担金 0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 35,266 0 

地方債 30,300 0 

その他 0 0 

一般財源 293 諸収入 0 

65,859 その他 0 

行財政改革課処理欄

計

－ 4 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教００１ 項　　目　　名 大規模改造事業費（新しい経済政策パッケージ）

予算書項目 大規模改造事業費（小学校） ページ 15 所　　属　　名

教育委員会事務局 
教育総務課年度 H29

一般会計 【問合せ先】学校施設係　0857-20-3353 

【１０次総の施策体系】1102 
 
【事業の経過及び背景】 
　昭和４５年築の久松小学校校舎は、老朽化が著しく、外壁、屋上防水等の改修が必要と
なっている。

【事業の目的及び効果】
 　老朽化の著しい校舎の大規模改修を行い、教育環境の改善を図る。

【事業の内容】 
　・工事内容 
　　大規模改造工事（平成２９～３１年度）
　　　教室棟　　　　昭和４５年築　鉄筋コンクリート造３階建　１，８１３㎡
　　　管理・教室棟　昭和４５年築　鉄筋コンクリート造３階建　１，８８３㎡　　　 
 
　・内訳 
　　工事請負費　　　２５６，５００千円 
　　委託料　　　　　　　１，５００千円 
　　事務費（消耗品等）　１，３００千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 16,862 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 259,300 0 

小学校費

目 学校建設費

補正前額 0 

要求額 259,300 

総務部長段階査定額 259,300 

地方債 240,200 0 

その他 0 0 

一般財源 2,238 諸収入 0 

計 259,300 その他 0 

行財政改革課処理欄

－ 5 －



（追加） （単位　千円）

事　　　業　　　名 繰越理由

5 農林水産業費 1 農 業 費 農 道 舗 装 補 修 等 事 業 関係者との協議に日数を要したため。

岩 美 地 区 広 域 農 道 整 備 事 業 県営事業が遅延したため。

福 部 地 区 特 定 農 業 用 管 水 路 等
特 別 対 策 事 業

県営事業が遅延したため。

今 在 家 地 区 農 業 用 水 利 施 設
保 全 合 理 化 事 業

県営事業が遅延したため。

大 口 堰 農 業 水 利 施 設
保 全 合 理 化 事 業

県営事業が遅延したため。

大 口 堰 農 村 地 域 防 災 減 災 事 業 県営事業が遅延したため。

湖 山 砂 丘 特 定 農 業 用 管 水 路 等
特 別 対 策 事 業

県営事業が遅延したため。

桂 見 地 区 農 村 地 域
防 災 減 災 事 業

県営事業が遅延したため。

福 部 地 区 特 定 農 業 用 管 水 路 等
特 別 対 策 事 業
（新しい経済政策パッケージ）

国の経済政策に係る補正予算に呼応す
るため。

大 口 堰 農 村 地 域 防 災 減 災 事 業
（新しい経済政策パッケージ）

国の経済政策に係る補正予算に呼応す
るため。

湖 山 砂 丘 特 定 農 業 用 管 水 路 等
特 別 対 策 事 業
（新しい経済政策パッケージ）

国の経済政策に係る補正予算に呼応す
るため。

河 内 地 区 土 地 改 良 事 業
（新しい経済政策パッケージ）

国の経済政策に係る補正予算に呼応す
るため。

農 業 基 盤 整 備 促 進 事 業 費 国の関連工事が遅延したため。

2 林 産 業 費 林 道 維 持 管 理 事 業 費 関係者との協議に日数を要したため。

林 道 改 良 事 業 関係者との協議に日数を要したため。

単 県 斜 面 崩 壊 復 旧 事 業 費 関係者との協議に日数を要したため。

県 営 林 道 整 備 事 業 県営事業が遅延したため。

4 他会計繰出 下 水 道 等 事 業 会 計 へ 繰 出 関係者との協議に日数を要したため。

7 土 木 費 1 土木管理費 気 高 道 の 駅 （ 仮 称 ） 整 備 事 業 用地取得に日数を要したため。

2 道路橋梁費 社 会 資 本 整 備 総 合 交 付 金 事 業 関係者との協議に日数を要したため。

防 災 ・ 安 全 交 付 金 事 業
（新しい経済政策パッケージ）

国の経済政策に係る補正予算に呼応す
るため。

3 河 川 費 急傾斜地崩壊対策県営事業負担金 県営事業が遅延したため。

急傾斜地崩壊対策県営事業負担金
（新しい経済政策パッケージ）

国の経済政策に係る補正予算に呼応す
るため。

普 通 河 川 改 良 事 業
工事施工方法等の検討に日数を要した
ため。

治 水 対 策 事 業
工事施工方法等の検討に日数を要した
ため。

14,251

11,500

8,630

7,100

221,981

55,350

3,500

2,970

2,400

5,378

11,400

2,250

3,152

繰　越　明　許　費　の　概　要

款 項 金　　　額

6,500

180

4,594

825

2,300

3,840

2,475

6,710

6,412

30,000

65,859

29,019

－ 6 －



事　　　業　　　名 繰越理由

5 都市計画費 街 な み 環 境 整 備 事 業 関連工事が遅延したため。

都市再生整備事業（青谷地区） 関係者との協議に日数を要したため。

都市再生整備事業（気高地区） 関係者との協議に日数を要したため。

県 営 街 路 事 業 負 担 金 県営事業が遅延したため。

6 住 宅 費 吉成団地ストック総合改善事業 関係者との協議に日数を要したため。

8 消 防 費 1 消 防 費 消 防 ポ ン プ 車 格 納 庫 建 設 事 業
入札不調により工期の確保が困難に
なったため。

9 教 育 費 2 小 学 校 費
学 校 維 持 補 修 事 業
（ 小 学 校 ・ 大 規 模 ）

関係者との協議に日数を要したため。

大 規 模 改 造 事 業
（新しい経済政策パッケージ）

国の経済政策に係る補正予算に呼応す
るため。

4 社会教育費 美 歎 水 源 地 保 存 整 備 事 業
工事施工方法の検討に日数を要したた
め。

（変更） （単位　千円）

補正前 補正後

7 土木費 2 道路橋梁費 防 災 ・ 安 全 交 付 金 事 業 64,934 322,960 関係者との協議に日数を要したため。

10 災害復旧費 2 災害復旧費 公 共 土 木 災 害 復 旧 事 業 384,297 417,965
工事施工方法の検討に日数を要したた
め。

7,405

123,587

13,366

61,610

8,570

259,300

繰越理由

款 項 金　　　額

事　業　名
金　　　額

款 項

26,640

32,566

41,800

－ 7 －



 

 

 


